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2021年7月のマーケットをザックリご紹介
最近気になるトピック ： デルタ株による感染再拡大と米金融政策の行方
 ピックアップカントリー ： ニュージーランド、ロシア

7月の世界の株式市場は、長期金利の低下などを背景に、上旬は上昇基調となったものの、新型コロ

ナウイルスのデルタ株による感染が世界的に拡大する中、景気の先行き懸念が拡がったことなどから、
中旬に大きく下落しました。その後、中国当局による規制強化が相次いだことが嫌気され、香港株など
アジア株は下落基調となったものの、好決算への期待などから欧米株式は月末にかけて上昇し、主要
米3株価指数、ストックス・ヨーロッパ600指数は史上最高値を更新しました。

主な指標の騰落率（株式、REIT、コモディティ） （2021年7月末現在）

※グローバルREIT ：S&PグローバルREIT指数（トータルリターン、米ドルベース）
（信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成）
※上記グラフ、データは過去のものであり、将来を約束するものではありません。
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主な為替の騰落率 （2021年7月末現在）
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過去6ヵ月の市場の動向 （2021年2月初～2021年7月末）
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出来事
市場の
反応

内 容

金
融
政
策

米国
FOMC議事要旨、

政策変更には忍耐強い
アプローチが必要

〇

7日、6月のFOMC（連邦公開市場委員会）の議事要旨が公表された。量的緩和縮小
の条件である、米景気回復のさらなる著しい進展について、想定より幾分早く満たされる
との見方もあったが、概ねまだ達成されていないとの認識が示された。また、先行き不
透明感がいつになく高く、いかなる政策変更についても忍耐強いアプローチが必要と指
摘された。米景気回復ペースの鈍化懸念もあり、国債利回りが低下し、10年債は
1.31％台で引けた。長期金利の低下を受け、主力ハイテク株を中心に株式相場は上
昇し、S&P500、ナスダック総合の両指数が最高値を更新した。長期金利の低下を受
け、NY金先物が買われ、1トロイオンス＝1,800米ドルを上回った一方、原油先物は
OPECプラスによる原油の協調減産の先行き不透明感などから続落した。

金
融
政
策

中国
預金準備率の引き下げ

を決定
〇

9日、中国人民銀行（中央銀行）は、15日から預金準備率を引き下げると発表した。一
方、米商務省は9日、中国の少数民族ウイグル族への弾圧に関わったとして、中国企業
14社に事実上の禁輸措置を課すと発表した。12日には、預金準備率の引き下げ決定
や、前週末の米株高などを背景とした資金流入期待などから中国株式が反発したほか、
香港でもハイテク株を中心に株価が続伸した。他のアジア市場でも、米株高の流れを受
け、株価が上昇したところが目立った。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

デルタ株の感染拡大
などを受け、

景気回復が遅れるとの
懸念が拡がる

①

×

18日、OPEC（石油輸出国機構）と非加盟産油国からなるOPECプラスは、原油の協
調減産を8月から毎月、日量40万バレルずつ縮小することや、協調減産を2022年末ま
で続けることを閣僚協議で決定した。また、新型コロナウイルスのワクチン接種で先行す
る英米でも新規感染者が増加するなど、デルタ株の感染拡大により、景気回復が遅れ
るとの懸念が拡がったこともあり、19日に原油先物が急落し、WTIは1バレル＝66米ドル
台と、5月下旬以来の水準となったほか、金属などの商品市況も下落した。加えて、景
気敏感株を中心に幅広い銘柄が売られ、欧米を中心に世界的に株価が下落したほか、
欧米の国債利回りは低下し、米10年債では一時1.17%台をつけ、1.18%台で引けた。
為替市場では、米ドルや円が買われ、円相場は1米ドル＝109円台に上昇した。

金
融
政
策

ECB
フォワードガイダンス

を変更
〇

22日、ECB（欧州中央銀行）は、現行政策の継続に加え、政策のフォワードガイダンス
（先行き指針）の変更を理事会で決定し、物価が目標の2％をある程度上回ることを容
認する姿勢も示し、超低金利政策が向こう数年続く可能性を示唆した。ユーロ圏の株式
市場が続伸したほか、国債利回りは低下した。

規
制
強
化

中国
規制強化の動きが

相次ぐ
×

24日、中国当局は、ネット大手が2016年に行なった音楽配信会社の買収について、不
当に高いシェアを獲得し、競争を阻害したとして、同社を独占禁止法違反で処分すると
発表した。また、中国共産党と政府は24日、学習塾の規制強化策を公表した。さらに、
中国人民銀行が、上海の銀行に対し、初回の住宅購入者に対する住宅ローン金利の
引き上げを命じたと、24日に報じられた。これらを受け、週明け26日の中国本土および
香港の株式市場が大幅続落となった。他のアジアの市場でも、総じて株価が下落した
が、日本では前週末の米株高が好感され、株式市場が上昇した。

金
融
政
策

米国
FRBが量的緩和縮小に

向けた議論を継続
△

28日、FRB（連邦準備制度理事会）は現行政策の継続をFOMCで決定した。声明では、
経済情勢の回復は目標に向けて進展しており、向こう数回の会合で進展度合いを精査
するとした。ただし、パウエル議長は会見で、労働市場にいくつか課題が残っていると指
摘し、量的緩和縮小の段階に達するまでにはまだ距離があるとの見解を示した。国債は、
売られる場面もあったが、議長会見を受けて買い戻され、10年債利回りは僅かに低下
して引けた。株式市場では、NYダウ工業株30種が続落、S&P500指数はほぼ横ばい、
ナスダック総合指数は反発した。また、米週間統計で原油やガソリンの在庫が予想以上
に減少したことなどから、原油先物が週末にかけて買われた。

2021年7月の主な出来事
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デルタ株による感染再拡大と米金融政策の行方

（信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成） ※上記グラフ・データは過去のものおよび予想であり、将来を約束するものではありません。

最近気になるトピック

7月の金融市場では、上旬は、長期金利の低下などを背景に米国株式市場が上昇し、主要3株価指数は
過去最高値を更新しました。しかしながら、ワクチン接種が進んでいるにもかかわらず、欧米において新型コ
ロナウイルスの感染が再拡大し、景気減速懸念が拡がったことから、19日に米国株式市場が急落し、NYダ
ウ工業株30種平均については今年最大の下げ幅を記録しました。ただし、翌日には株価は反発をみせ、主
要3株価指数は、好決算への期待などを背景に下旬にかけて再び最高値を更新するなど、堅調な推移と
なりました。

2020年の7-9月期以降、米国では景気拡大が続いています。6月の主要経済指標では、非農業部門雇
用者数が市場予想を上回る増加となったほか、雇用環境の改善や行動規制の緩和などを背景に、小売売
上高が予想外の増加となりました。29日に発表された2021年4-6月期のGDP成長率速報値は、前期比年
率＋6.5％と前期を上回り、4四半期連続でプラスとなりました。従来よりも感染力が強いとされるデルタ株に
よる感染が世界的に拡大傾向となる中、米国においても、この先、景況感をはじめとする一部経済指標に
鈍化がみられる可能性は考えられます。しかしながら、ワクチン接種が進展している米国において、再び昨
年のような厳格な行動規制がとられることは考え難く、一部で経済再開の動きが中断される可能性があっ
たとしても、引き続き、個人消費などの内需を中心とした景気拡大の継続が期待されます。

このような中、引き続き、注目されるのが米国の金融政策です。6月のFOMC（連邦公開市場委員会）に
おいてFRB（連邦準備制度理事会）が、タカ派的な姿勢を示したことをきっかけに、市場では、量的緩和縮
小（テーパリング）開始とともに利上げの前倒しについて、織り込みが進む状況となりました。FRBがテーパリ
ングを含む金融政策変更に向けた条件のひとつである物価については、足元で上昇基調が目立っているも
のの、これは半導体不足や労働の供給制約などを受けた一時的なもので、今後緩やかに鈍化するとの見
方が市場のコンセンサスとなっています。もう一つの条件である雇用環境については、非農業部門雇用者
数が6月に大幅に増加したものの、雇用者総数は依然としてコロナ渦前の水準を下回る状況です。ただし、
雇用回復に遅れがみられる理由は、企業側の採用意欲が不足しているのではなく、働き手側の就労意欲
が回復していないためとみられています。そのため、今後は、失業保険の追加給付が9月にかけて打ち切ら
れること、そして、夏休みが終わる9月以降、学校の授業がオンラインから対面に切り替えが進むとともに保
護者の復職が見込まれることなどから、足元でもたつく雇用環境の改善ペース加速が期待されます。

7月27・28日のFOMCでは、テーパリングに向けた議論が着実に進められたものの、具体的な内容を示す
までには至らず、サプライズはありませんでした。注目された景気認識についても、「経済活動と雇用指標は
引き続き強さを増している」といった強い表現が、声明文において維持されました。デルタ株による感染拡大
の影響には注視が必要なものの、この先、景気回復が継続し、市場で概ね織り込まれているとみられる通り、
来年1月からのテーパリング開始が確認されるようであれば、むしろ安心感が拡がり、今後の米国株式市場
において、株価押し上げ要因になると期待されます。
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2021年の主要株価指数の推移
（2021年1月初～7月末）

米雇用者数と失業率の推移
（2015年1月～2021年6月） （億人）（％）
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（信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成） ※上記データは過去のものであり、将来を約束するものではありません。

米国株式市場の動向 （2021年7月末現在）

過去5年の米ドルインデックスの推移 （2016年7月末～2021年7月末）

米ドル

高

※米ドルインデックスは主要通貨に対する米ドルの水準や動きを示す指数です。

米ドル

安

米国景気の堅調
を背景とした

追加利上げ観測
などを背景に
米ドルは

上昇基調に

コロナ禍における
米国の追加金融
観測などを背景に

米ドルは
下落基調に
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ユーロ圏における
金融引き締め観測などを

背景としたユーロ高
などを受け、

米ドルは下落基調に
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投資家心理とマーケット動向 （2008年1月第1週末～2021年7月第4週末）

投資家
心理
悪化

VIX指数は、米国の代表的な株価指数S&P500種指数を対象とするオプション取引の値動きをもとに算出される、株価の先行きの変動率

（ボラティリティー）を示唆する指標で、「恐怖指数」とも呼ばれています。一般に、市場の不安心理を反映して同指数が上昇する局面では、

株価が軟調となる一方、市場心理の改善/安定を反映して、同指数が低下/低位横ばいとなる局面では、株価は堅調とされています。

投資家
心理
改善

最高値

（米ドル） （米ドル）
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ニュージーランド

今月のピックアップカントリー ①

乳製品、肉類、木材、果実類などの
一次産品

日本の約4分の3

約504万人
出所：外務省

主要産業

面積

人口

中長期的な投資の魅力

 ニュージーランドは、投資先および企業にとって安心できる進出先として広く認識されています。
世界銀行が発表するビジネス環境の現状に関するレポート「Doing Business」では、「ビジネス

のしやすさランキング」において、毎年、高い評価を得ています。税制面での魅力のほか、高い
教育水準と技術を伴なった労働力を比較的安く提供できることは、同国の競争優位性を支える
要因となっています。なお、政府は2019年、「ウェルビーイング・バジェット（幸福予算）」を発表し、
国家予算の一部を国民の幸福度を高めるために使用することを決定しています。

 同国は、新型コロナウイルスへの対応で成功してきた国のひとつとして、国際的に高い評価を
得ています。

経済・政治動向について 今後の注目点について

 ニュージーランド準備銀行（中央銀行）は、
7月14日、「大規模資産購入プログラム」と
して、最大1,000億NZﾄﾞル（約7.8兆円）規
模で実施してきた量的緩和を23日までに
停止すると発表しました。

 景気の底入れが進む一方、緩和的な金
融政策を背景に、不動産市場でバブル化
が懸念されていたこともあり、足元の金融
政策の変更などを受けて状況が改善する
かが注目されます。

リスクについて
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※上記コメントは2021年7月時点のものであり、将来の市場環境などを保証するものではありません。

 ニュージーランド経済は、コロナ禍から比
較的迅速な回復がみられています。2021
年1-3月期のGDP成長率は前期比＋
1.6％と2四半期ぶりにプラス成長に転じま
した。また、人々の移動に関する最新の
データからは、同国の経済活動が新型コ
ロナウイルス感染が拡大する前の水準を
回復していることが示唆されています。

 景気は、モノとサービスの両方に対する個
人消費の堅調さに主に支えられています。
そのため、輸入が輸出を上回ることとなり、
国際収支は悪化しています。足元でも、
観光や教育サービス（留学生受け入れ）と
いった、外需の貢献は限定的ながら、国
内景気が勢いを維持していることが示唆さ
れています

 財政については、2021/2022年度（2021年7

月～2022年6月）は赤字になるものの、景気の
V字型回復により赤字の水準は2020年9
月時点の予想を下回るとみられます。そし
て、経済の回復と慎重な財政運営などに
よって、2026/2027年度（2026年7月～2027年6

月）には黒字に転じるとみられています。

 同国では、新型コロナウイルス向けワクチン
確保について後手にまわり、足元で、よう
やく接種に進展がみられるものの、変異株
の感染拡大には警戒が必要と考えられま
す。

 感染拡大が収束しない限り、海外からの観
光客の訪問が見込めないことは、同国の
経済の先行きにとって重石と考えられます。
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ロシア

※上記コメントは2021年7月時点のものであり、将来の市場環境などを保証するものではありません。

今月のピックアップカントリー ②

鉱業、石油、天然ガス、
鉄鋼業、機械工業

日本の45倍程度

1億4,680万人

出所：外務省

主要産業

面 積

人 口

中長期的な投資の魅力

 ロシアは、近年、政治的・地政学的なリスクが意識される傾向にあり、こうしたリスクの高まりに伴
なう資産価格の急変動などには注意が必要です。

 しかし、国土の広さや豊かさなどを背景に、同国は海外の投資家から注目を集めています。原
油やガス、金属、木材といった豊富な天然資源は魅力的であり、同国の輸出産業を支えると期
待されます。さらに、人口の多さや中間層の拡大に加え、家計部門の可処分所得が新興国の
中で相対的に高いことなどもあり、今後の経済成長が期待されています。

経済・政治動向について

 同国経済は、今年に入り市場予想を上回
るペースで回復を続けています。鉱工業や
製造業などの産業では、コロナショック以前
の水準を上回る生産高となり、労働力の不
足もみられます。外需回復によるエネル
ギー価格の上昇を背景に、同国の主要な
輸出品の価格も上昇傾向にあります。

 内需回復も相まって、同国のインフレ率は
中央銀行の目標レンジを上回る水準で推
移しました。これを受け、中銀は6月の金融
政策決定会合において、3会合連続となる
政策金利の引き上げを決定しました。中銀
はインフレ圧力の高まりへの警戒を強めて
おり、政策金利の更なる引き上げの可能性
にも言及しています。

 財政面では、新型コロナウイルス対策に関
連する支出が増加したものの、原油価格の
上昇による恩恵を受け、足元の財政赤字
は抑制されています。しかし、財政支出の
増加に伴ない、予算を均衡させるために必
要な原油価格の水準は以前に比べて高
まっており、財務大臣が増税の可能性を示
唆するなど、引き続き、財政状態の改善に
向けた取り組みが求められています。

今後の注目点について

 同国では、首都モスクワを中心に、新型コ
ロナウイルスのデルタ株の感染が急拡大
しています。7月中旬時点で、1日の死者
数が700人を超えるなど、過去最悪といえ
る状況に陥っています。

 同国では、国産ワクチンに対する不信感な
どから、接種がスムーズに普及していませ
ん。政府は、一部の職種に対してワクチン
接種を義務化するなど、ワクチン普及に向
けた施策を推進する姿勢を示しているもの
の、外出制限の強化などの措置について
は、方針が明らかにされていません。

リスクについて

 隣国ウクライナとの紛争に関して、ロシア
側が融和的な姿勢をみせるなど、地政
学的な緊張はやや和らいでいます。

 また、ロシアを拠点とするサイバー犯罪
集団への対応などを巡り、米バイデン大
統領との対話が行なわれたこともあり、解
決に向けた進展が期待されます。しかし
ながら、今後もバイデン政権がロシアに対
する対立姿勢を強める可能性もあり、予
断を許さない状況にあります。
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主要指標の動向① （2021年7月末現在）

● 休場の場合は、直前の営業日のデータを使用

注1 先進国（除く日本）株価指数 ：MSCI-KOKUSAIインデックス（米ドル・ベース）
注2 新興国株価指数 ：MSCIエマージング・マーケット・インデックス（米ドル・ベース）
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2020年末比 1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 5年 10年
先進国（除く日本） 注1 16,183.70 16.66 2.04 5.28 17.80 36.43 55.18 104.78 213.18

新興国　注2 3,064.00 0.41 ▲ 6.67 ▲ 4.29 ▲ 2.61 21.00 27.06 66.75 47.63
日経平均株価 27,283.59 ▲ 0.59 ▲ 5.24 ▲ 5.31 ▲ 1.37 25.67 20.97 64.66 177.47

TOPIX（東証株価指数） 1,901.08 5.34 ▲ 2.19 0.15 5.10 27.07 8.43 43.72 125.95
JPX日経インデックス400 17,058.38 4.38 ▲ 2.57 ▲ 0.25 3.95 26.38 10.06 43.59 -
JPX日経中小型株指数 16,384.08 8.94 ▲ 0.20 3.58 8.78 33.12 6.58 57.94 237.07
日経ジャスダック平均 3,953.15 6.28 ▲ 1.11 1.49 4.73 17.48 3.47 60.11 211.89

東証マザーズ 1,085.34 ▲ 9.29 ▲ 10.11 ▲ 9.69 ▲ 10.23 13.27 4.43 17.92 139.47
NYダウ工業株30種 34,935.47 14.14 1.25 3.13 16.52 32.19 37.46 89.53 187.69

S&P 500種 4,395.26 17.02 2.27 5.12 18.34 34.37 56.07 102.21 240.12
ナスダック総合 14,672.68 13.85 1.16 5.08 12.26 36.55 91.25 184.24 432.32
ナスダック100 14,959.90 16.07 2.78 7.93 15.74 37.17 106.86 216.26 533.14

カナダ トロント総合 20,287.80 16.37 0.61 6.17 17.02 25.47 23.45 39.12 56.72
英国 FTSE100 7,032.30 8.85 ▲ 0.07 0.90 9.75 19.24 ▲ 9.25 4.58 20.93
ドイツ DAX指数 15,544.39 13.31 0.09 2.70 15.72 26.24 21.39 50.37 117.14
ユーロ・ストックス 458.09 15.23 1.36 4.09 16.92 31.36 17.51 42.36 74.34

ストックス・ヨーロッパ600指数 461.74 15.72 1.97 5.57 16.65 29.58 17.91 35.06 74.08
中国 上海総合 3,397.36 ▲ 2.18 ▲ 5.40 ▲ 1.44 ▲ 2.46 2.64 18.11 14.03 25.75
中国 上海A株 3,560.74 ▲ 2.19 ▲ 5.41 ▲ 1.44 ▲ 2.47 2.63 18.20 14.17 25.84
中国 深センA株 2,496.17 2.40 ▲ 3.27 3.77 2.15 5.67 51.45 22.91 102.27
中国  創業板 3,440.18 15.98 ▲ 1.06 11.28 9.95 23.07 120.35 62.09 276.68

中国  中小企業板 13,141.12 3.25 ▲ 1.84 4.77 1.77 3.08 40.41 15.57 96.94
香港 ハンセン指数 25,961.03 ▲ 4.66 ▲ 9.94 ▲ 9.62 ▲ 8.21 5.55 ▲ 9.17 18.59 15.69

香港 ハンセン中国企業株（H株） 9,233.22 ▲ 14.02 ▲ 13.41 ▲ 14.71 ▲ 17.63 ▲ 8.04 ▲ 16.25 3.06 ▲ 25.38
香港 ハンセン中国レッドチップ 3,585.58 ▲ 5.63 ▲ 10.19 ▲ 11.65 ▲ 7.45 ▲ 10.63 ▲ 17.01 ▲ 3.46 ▲ 15.75

台湾 加権指数 17,247.41 17.07 ▲ 2.86 ▲ 1.82 13.93 36.18 55.98 91.97 99.53
韓国 KOSPI 3,202.32 11.44 ▲ 2.86 1.73 7.60 42.37 39.52 58.83 50.12

シンガポール ST 3,166.94 11.36 1.17 ▲ 1.59 9.11 25.18 ▲ 4.61 10.40 ▲ 0.70
タイ SET 1,521.92 5.01 ▲ 4.15 ▲ 3.87 3.75 14.56 ▲ 10.57 ▲ 0.14 34.26

インドネシア ジャカルタ総合 6,070.04 1.52 1.41 1.24 3.54 17.87 2.25 16.37 46.95
フィリピン 総合 6,270.23 ▲ 12.18 ▲ 9.15 ▲ 1.58 ▲ 5.18 5.77 ▲ 18.27 ▲ 21.26 39.23
ベトナム VN 1,310.05 18.68 ▲ 6.99 5.70 23.99 64.09 36.98 100.86 222.91

インド SENSEX 52,586.84 10.13 0.20 7.80 13.61 39.83 39.83 87.46 188.98
豪州　S&P/ASX200 7,392.62 12.23 1.09 5.22 11.88 24.71 17.71 32.90 67.08

ニュージーランド NZSX 浮動株50 12,594.52 ▲ 3.80 ▲ 0.47 ▲ 1.07 ▲ 4.06 7.39 41.16 71.40 270.90
ブラジル ボベスパ 121,800.80 2.34 ▲ 3.94 2.45 5.85 18.35 53.75 112.54 107.06

メキシコ IPC 50,868.32 15.43 1.15 5.95 18.34 37.41 2.35 9.02 41.30
ロシア RTS（米ドル建て） 1,625.76 17.18 ▲ 1.69 9.48 18.87 31.70 38.59 75.27 ▲ 17.26
トルコ イスタンブール100種 1,392.91 ▲ 5.68 2.70 ▲ 0.35 ▲ 5.47 23.61 43.67 84.72 123.60

南アフリカ FTSE/JSE アフリカ全株指数 68,970.78 16.10 4.11 3.04 10.40 23.78 20.09 30.63 121.00
エジプト EGX30 10,742.23 ▲ 0.95 4.73 2.55 ▲ 6.96 1.35 ▲ 31.05 34.56 113.32
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主要指標の動向② （2021年7月末現在）

● 休場の場合は、直前の営業日のデータを使用
注3 日本国債指数 ：FTSE日本国債インデックス（円ベース）
注4 先進国（除く日本）国債指数 ：FTSE世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし･米ドルベース）
注5 新興国債券指数 ：JPモルガン･エマージング・マーケッツ･ボンド･インデックス･プラス（ヘッジなし･米ドル･ベース）
注6 グローバルREIT指数 ：S&PグローバルREIT指数（トータルリターン、米ドル･ベース）
注7 鉄鉱石 ： 原則として、月末前日の値
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2020年末比 1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 5年 10年
日本国債　注3 369.87 0.47 0.68 0.81 0.82 0.15 2.22 ▲ 0.13 19.32

先進国（除く日本）国債　注4 1,177.50 ▲ 2.72 1.59 1.67 ▲ 1.56 ▲ 0.70 15.56 14.39 28.04
新興国債券　注5 930.24 ▲ 2.51 0.63 3.08 ▲ 0.70 1.29 16.25 16.62 57.40

東証REIT（配当込み） 4,767.40 23.68 0.74 5.50 19.07 34.86 37.43 40.47 222.20

グローバルREIT指数　注6 730.19 22.31 4.04 7.41 22.49 36.16 31.35 31.69 123.96

WTI先物 73.95 52.41 0.65 16.31 41.67 83.64 7.55 77.76 ▲ 22.73
ニューヨーク金先物 1,817.20 ▲ 4.11 2.57 2.80 ▲ 1.79 ▲ 8.49 47.31 33.86 11.40

鉄鉱石（鉄分62%）  注7 190.15 24.33 ▲ 9.97 3.24 21.84 74.05 212.39 226.16 -
CRB指数 218.08 29.97 2.20 9.17 25.19 51.77 12.10 20.48 ▲ 36.25

S&P MLP 指数 4,376.43 38.24 ▲ 5.63 6.69 29.79 57.37 ▲ 10.90 ▲ 5.57 15.58
S&P BDC 指数 300.03 28.55 0.31 2.54 25.46 57.55 30.36 52.10 130.20

ビットコイン 41,540.22 43.26 20.11 ▲ 26.88 27.42 266.13 440.22 6,473 307,605

2020年末比 1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 5年 10年
米ドルインデックス 92.17 2.49 ▲ 0.28 0.98 1.76 ▲ 1.26 ▲ 2.52 ▲ 3.51 24.73

米ドル 109.72 6.27 ▲ 1.25 0.38 4.81 3.68 ▲ 1.91 7.51 42.94
カナダ・ドル 87.97 8.43 ▲ 1.83 ▲ 1.09 7.39 11.44 2.28 12.33 9.46

ユーロ 130.23 3.21 ▲ 1.15 ▲ 0.89 2.44 4.39 ▲ 0.43 14.18 17.81
英ポンド 152.59 8.10 ▲ 0.70 1.05 6.32 10.18 3.96 13.05 20.94

スイス・フラン 121.16 3.85 0.87 1.21 3.06 4.53 7.27 15.07 23.94
スウェーデン・クローナ 12.76 1.67 ▲ 1.77 ▲ 1.16 1.90 5.85 0.31 6.80 4.37
アイスランド・クローネ 0.887 9.65 ▲ 1.28 1.59 8.87 13.78 ▲ 16.33 3.03 32.96
ノルウェー・クローネ 12.43 3.24 ▲ 3.72 ▲ 5.41 1.58 6.77 ▲ 9.35 3.24 ▲ 12.91
デンマーク・クローネ 17.50 3.22 ▲ 1.22 ▲ 0.98 2.42 4.49 ▲ 0.27 14.11 17.97

中国人民元 16.99 7.61 ▲ 1.16 0.62 4.30 12.13 3.48 10.18 42.45
香港ドル 14.11 5.90 ▲ 1.38 0.23 4.48 3.28 ▲ 0.99 7.35 43.26
台湾ドル 3.92 6.62 ▲ 1.05 0.37 4.92 8.81 7.34 22.74 47.36

韓国ウォン（100ウォン当たり） 9.54 0.56 ▲ 3.31 ▲ 2.47 1.87 7.53 ▲ 5.09 3.89 30.91
シンガポール・ドル 80.99 3.66 ▲ 1.93 ▲ 1.39 2.76 5.06 ▲ 1.42 6.33 27.01
マレーシア・リンギ 25.93 1.08 ▲ 2.53 ▲ 2.45 0.24 5.01 ▲ 5.50 1.82 0.29

タイ・バーツ 3.33 ▲ 3.23 ▲ 4.00 ▲ 5.08 ▲ 4.85 ▲ 1.63 ▲ 1.16 13.48 29.08
インドネシア・ルピア(100ルピア当たり） 0.758 2.64 ▲ 1.02 0.22 1.61 4.94 ▲ 2.31 ▲ 2.57 ▲ 15.99

フィリピン・ペソ 2.19 2.05 ▲ 3.28 ▲ 3.02 0.74 3.08 4.30 ▲ 0.56 20.23
ベトナム・ドン（100ドン当たり） 0.478 6.89 ▲ 0.99 0.82 5.24 4.62 ▲ 0.50 4.46 28.18

インド・ルピー 1.48 4.31 ▲ 1.23 0.06 2.77 4.25 ▲ 9.61 ▲ 3.18 ▲ 15.07
オーストラリア・ドル 80.56 1.37 ▲ 3.31 ▲ 4.48 0.66 6.58 ▲ 2.96 3.91 ▲ 4.55
ニュージーランド・ドル 76.52 3.16 ▲ 1.41 ▲ 2.28 1.69 9.06 0.35 4.08 13.29

ブラジル・レアル 21.04 5.81 ▲ 5.90 4.68 9.79 3.84 ▲ 29.33 ▲ 32.98 ▲ 57.50
メキシコ・ペソ 5.53 6.47 ▲ 0.85 2.27 8.65 16.33 ▲ 7.86 1.54 ▲ 15.56

コロンビア・ペソ（100ペソ当たり） 2.83 ▲ 6.13 ▲ 4.62 ▲ 2.75 ▲ 3.32 ▲ 0.18 ▲ 26.87 ▲ 14.86 ▲ 34.43
チリ・ペソ（100ペソ当たり） 14.50 ▲ 0.30 ▲ 4.46 ▲ 5.69 1.72 3.64 ▲ 17.42 ▲ 6.96 ▲ 13.56

ペルー・ヌエボ・ソル 26.96 ▲ 5.53 ▲ 6.16 ▲ 6.70 ▲ 6.31 ▲ 10.01 ▲ 21.13 ▲ 11.30 ▲ 3.83
ロシア・ルーブル 1.50 7.43 ▲ 1.30 3.26 8.61 4.98 ▲ 16.13 ▲ 3.08 ▲ 46.09
ポーランド・ズロチ 28.50 2.98 ▲ 2.20 ▲ 1.14 1.41 0.89 ▲ 6.83 8.82 3.05

ハンガリー・フォリント（100フォリント当たり） 36.33 4.40 ▲ 3.10 ▲ 0.42 2.18 0.28 ▲ 10.88 ▲ 0.85 ▲ 11.30
ルーマニア・レイ 26.49 1.99 ▲ 0.94 ▲ 0.73 1.57 2.66 ▲ 6.35 3.54 1.37

トルコ・リラ 12.96 ▲ 6.77 1.61 ▲ 1.54 ▲ 9.39 ▲ 14.83 ▲ 43.04 ▲ 61.91 ▲ 71.51
南アフリカ・ランド 7.53 7.13 ▲ 3.22 ▲ 0.19 9.10 21.43 ▲ 10.69 2.51 ▲ 34.39
エジプト・ポンド 6.99 6.49 ▲ 1.43 0.10 5.03 5.51 11.61 ▲ 39.20 ▲ 45.78

為替（米ドルインデックスを除き、対円）
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